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はじめに

横須賀市は、市民一人ひとりを、かけがえのない個人として尊重するととも

に、さまざまな差別や偏見をなくし、人権が侵害されることのないまちを目指

しています。

平成19年 (2007年)に、人権尊重の理念に基づく市政に取り組むことを示し

た「横須賀市人権都市宣言」を行い、この宣言の理念に基づき、今後の人権施

策を着実に推進していくための道しるべとして、平成21年 (2009年)には「横

須賀市人権施策推進指針Jを策定しました。

しかし、この10年で世の中は著しく変化し、社会はさらに複雑化、多様化

しました。それに伴って、人権を取り巻く状況もまた大きく変わり、インター

ネットによる差別的な書き込みゃ、性的マイノリティ、自殺をめぐる問題など

新たな人権問題が発生しています。

このような社会情勢の変化に伴う新たな人権課題や、人権を取り巻く環境の

大きな変化に対応すべく、このたび10年ぶりに「横須賀市人権施策推進指針J

の改定を行いました。

今回の改定により、指針は一層時代に即した姿となりました。これからも人

権施策推進の道しるべとしての役割を担うこととなります。

また、改定とともに、平成31年 (2019年) 4月から 神奈川県下では初と

なる「パートナーシップ宣誓証明制度Jを導入し、人権に関する新たな取り

組みを開始したところです。

今年5月にわが国は「令和Jとし、う新たな時代を迎え、来年にはオリンピッ

ク、パラリンピックが開催されます。そして、そこには、人権尊重を基礎とす

る「オリンピック憲章」の理念があります。

新たな時代がますます人権を大切にする時代となることを祈るとともに、

今後もこの「横須賀市人権施策推進指針」のもと、市民の皆さまのご理解と

ご協力をいただきながら、皆が多様性を尊重し自分らしく暮らすことができ

る、 「誰も一人にさせないまち」を目指していきます。

令和元年 (2019年) 7月

横須賀市長~比あ網
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|高直ト丈建議推進指針の策定にあたって | 
1 人権を取り巻く動向

( 1 )人権の成り立ちと意

「人権(必木的人権) J という 言集は、 ~f~でも閉し、たことがあると思います。 しかし、

友達や家族の問の日常的な会話でこの言葉が使われることは、ほとんどなし、かもしれま

せん。人権は、私たちにとってとても大切なものです。それにもかかわらず、人権は似

つきやすく、もろいものです。そのため、自分たちの人権をまもるためには、人権の歴

史、人権の意味、人権の価値を正確に理解することが必要です。

人権は、滋法第97条が明記しているように、 コビt1tで確認された向出や権利ということ

で言えば、 12日年のマグナ ・カノレタ(イギリス)鴨川容照 に始まる「人類の多年にわた

る自由独特の努力Jの成果です。 このような努力の結果、 「白山は人間の本質そのもの

であるJとか、 「作うことができないという点において、自由は人川に岡有のものであ

るJと考えられるようになりました。

人権は、設かから与えられるものではありません。人権は、すべての人が生まれなが

らに して、 等しく有しているものです。 自分一人だけではなく、すべての人がそれぞれ

人権を有しています。従って、人権は、 「向分だけよければよしリということを意味す

る権利ではありません。人権の保障にとっての第一歩は、それぞれが互いに「かけがえ

のない個人Jであることを認め、尊重し合うことです。

人権は、理念としては「似すことのできないJ (憲法第11条、 97条)権利ですが、実

際には、制約されることがあります。ある人の人権と他の人の人権が衝突することがあ

ります。その場合には、両者の訓幣が必要になります。 どのような訓挫ならばよいのか、

個別的 ・具体的に考えなければなりません。また、安全や秩序の維持などの理由で、人

権が制限されることもあります。そのような場合には、 制限する IJ的や規制する手段の

妥当性を考えなければなりません。人権に対するIIlIJ約は、他人事ではないのです。

( 2 )国内外の勤向

人権として保障される権利は、歴史の進展のlドで拡大してきました。人間が人間らし

く生きるために、自由権や平等権ばかりでなく、参政権や社会権も権利として保|咋され

るようになりました。昭和21年 (1946年)に制定された憲法は、第三章「国民の権利及

び義務Jで多くの権利を保|涼しています。 しかし、その後の社会の進展の中で、訟法に

占かれていない権利(これを 「新しい人権Jと呼んでいます)も、人間らしく生きるた

めに必要な権利であると認められるようになりました。その代表的な例が、プライパシ

ーの権利です。

第二次世界大戦後は、人権は困|際社会においても保障されています。 r世界人権宣
言J (昭和23年(1948年) )、 「人種差別撤雌条約J (同40年(1965年))、 「図|旅人

権規約J (同41年 (1966年) )、 「女子差別撤廃条約J (同54年 (1979年))、 「子ど

もの権利条約J (平成元年 (1989年) )、 「強的IJ失除条約J (同18年 (2006年) )、

「障害者の織利に関する条約J (同18年 (2006"1三))など、多くの人権に関する条約等



が採択され、発効しています。

また、 平成28年 (2016年)には、 「障害者差別解消法J (障害を理由とする差別の

解消の推進に関する法律) 、 「へイトスピーチ解消法J (本邦外出身者に対する不当な

差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律)、 「部落差別解消法J (部落差別

の解消の推進に関する法律)など、差別解消に向けた法律の整備も進め られました。

2 指針策定の趣旨

( 1 )人権施策推進の背景

日本国憲法において、公務員は憲法の尊重擁護の義務を負っています(第99条)。横

須賀市の職員も、この 「公務員Jに含まれます。

地方公共団体の運営は、地方自治法に依拠しています。地方自治法において、地方公

共団体の基本的な役割を 「住民の福祉の増進を図ること 」としており(第 1条の 2)、

固との役割分担として、 「住民に身近な行政Jが地方公共団体に委ねられています。こ

の役割の遂行において、憲法が「国民に保障する自由及び権利J (憲法第11条)を具体

的に保障する責務を負います。

さらに、人権教育、啓発に関しては、平成12年 (2000年)に「人権教育及び人権啓発

の推進に関する法律」が施行され、地方公共団体の責務として、 「施策を策定し、及び

実施するJこととされました。横須賀市として進める人権施策は、以上のような法令に

依拠し由来しています。

これら憲法や法律の趣旨を踏まえ、これまで横須賀市は、人権擁護のためのさまざま

な取り組みを進めてきました。

しかし、人権問題がすべて克服されたわけではなく、価値観やライフスタイノレの多様

化、 情報化と国際化の進展、人権意識の高まりなどの社会情勢の変化に伴って、新たな

人権問題が生じたり、 表面化したりするようになりました。

これらの問題を解決していくためには、どのような基本的考えに立脚 し、 どういった

道筋で問題を解決していくべきなのか。それを探る新たな取り組みを始めました。

( 2 )人権施策推進指針策定のための取り組み

こうしたことを受けて横須賀市は、平成13年度 (2001年度)から人権関係調査研究事

業に着手しました。

まず、学識経験者を人権関係調査研究専門委員に委嘱し、庁内プロジェクトチームと

ともに 1年間、検討を行い、人権尊重の理念に基づいた市政を確立するため、人権宣言

を行い、引き続き指針の策定を検討することとしました。

平成14年度 (2002年度)には、専門委員 と関係団体代表者、公募市民による「人権擁

護推進懇話会Jを設置し、庁内プロジェクトチームとの協議、検討が行われた結果、

I (仮称)横須賀市人権宣言案」が作成されました。

平成15年度 (2003年度)には、広く市民の意見を聴くため、パブリック ・コメント手

続を実施し、その後、修正のための検討を経て、平成19年 (2007年) 2月18日に挙行さ
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れた「市制施行100周年記念式典Jにおいて、市長自ら「横須賀市人権都市宣言Jを行

いま した。

この動きと並行して、この宣言の理念を具体化するため、人権課題を分野ごとに整理

し、人権施策の方向性を示す「横須賀市人権施策推進指針Jを策定することとして、そ

のための諮問機関として、平成18年度 (2006年度)、新たに「横須賀市人権懇話会Jを

設置しました。

新しい懇話会では、横須賀市の人権施策の在り方について、 18回にわたる協議が重ね

られ、平成20年 (2008年) 3月に、 「横須賀市人権施策推進に関する提言Jが取りまと

められました。

平成初年度 (2008年度)には、関係課職員11名による庁内プロジェクトチームを発足

させ、この提言書を踏まえ、人権施策推進のための指針策定作業を進めました。

( 3 )指針の性格

横須賀市は、目指すべき都市像として「国際海の手文化都市Jを掲げ、その実現に向

け平成9年 (1997年)に「横須賀市基本構想」を策定しま した。この中で、まちづくり

政策のーっとして「健康でやさしい心のふれあうまちJを掲げ、 「すべての人々が互い

の存在を認め合い、差別を受けることなく、生活できる環境」づくりに取り組んできま

した。

そして、 前述のとおり、横須賀市は、平成19年 (2007年)に、人権尊重の理念に基づ

く市政を推進するために努力することを表明した「横須賀市人権都市宣言j を行いまし

た。

「横須賀市人権施策推進指針j は、今後の人権施策の推進に当たり、 「横須賀市基本

構想」に基づいて各分野で進められている施策を人権擁護の視点からとらえ直し、取り

組むべき方向性を明らかにして、 「横須賀市人権者j~市宣言J に込められた人権尊重の理

念に基づいて、より確実に進めていくための道しるべと して平成21年 (2009年)に策定

しました。

(4 )指針の位置付け

「横須賀市人権施策推進指針j は、横須賀市基本計画を上位計画と し、 「横須賀市

人権都市宣言Jに込められた人権噂重の理念、に基づき、各分野別計画と連携し、今後の

人権施策をより確実に進めていくためのガイ ドラインと して策定しました。

人権尊重の理念はどの分野においても配慮すべきものであり、人権尊重の理念に基

づく市政を推進するためには、 「横須賀市男女共同参画プランJ i横須賀子ども未来プ

ランJ i横須賀高齢者保健福祉計画 (第 7期介護保険事業計画を含む) J i横須賀障害

者福祉計画Jなど、その他の計画との連携は欠かせません。

また、憲法や人権教育及び人権啓発の推進に関する法律の趣旨を踏まえ、人権擁護

のためのさまざまな取り組みを進めています。
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( 5 )改定について

平成19年 (2007年) 2月18日の「市制施行100周年記念式典j において、 「横須賀市

人権都市宣言」を行いました。

この宣言の理念を具体化するため、人権課題を分野ごとに整理し、人権施策の方向性

を示す「横須賀市人権施策推進指針Jを平成21年 (2009年) 1月に策定しました。

そして、平成22年 (2010年)には、学識経験者、市民等の第三者による「横須賀市人

権施策推進会議J (以下、 f推進会議Jという)を設置しました。

推進会議からは、毎年度「横須賀市人権施策推進指針Jの分野別課題に係る市の施

策 ・事業について人権擁護の観点から評価を受け、横須賀市の人権擁護にかかわる取り

組みを総合的かっ効果的に進めてきま した。

一方、社会情勢の変化に伴う新たな人権問題の発生など、人権を取り巻く状況が変化

しています。

多様化、 複雑化が進む社会の諸問題に的確に対応 し、 より 一層時代に即した指針とす

るため、推進会議から意見をいただき改定を行いました。

U22回遊誼|

※マグナ・カルタ

大憲章と訳される。1215年、 イギリスの貴族たちがジョン王の不法な政治に抵

抗して承認を強制したもの。慈、意的(しいてき)な課税の禁止など、主として封

建貴族の権利を再確認したものだが、その中の諸条項が近代になって人民の自由

と議会の権利を擁護したものと解釈され、権利請願 (1628年)、権利章典(1689 

年)とともに、イギリス憲法の三大法典と称される。

『ーー ーーーー ーーーーーーー ーー ーーーーーー ー ーー ー ーーーーー ーーーーーーーー ーー ーー“ーーーー ーーーーーーーー-， 
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|第2章基本理念(ム儲町三言)
「人権の世紀」と言われる21世紀の今日 においても、差別や虐待などの人権問題が存

在しています。

憲法な どにおける人権の保障は、ゴールラインではありません。それらは、現実に人

権を保障するためのスタートラインです。この問題意識を踏まえて、 「人権者1¥市宣言J

は、横須賀市が自治体の責務と して人権尊重の理念に基づく 市政を推進するために努力

する ことを宣言したものです。

人権都市宣言は、人権が、世代や性などの違いにかかわらず すべての人に等しく保

障される権利であること 、そして市民一人ひとりが、かけがえのない存在であるこ とを

うたっています。

横須賀市は、人権都市宣言を人権施策推進の基本理念と位置付け、人権都市宣言の精

神を具体化し、 現実のものとする人権施策を進めていきます。

横須賀市人権都 市 宣言

人権は、人が人であることに基づいて、当然に保障される権利で

す。 すべての人は、生まれながらにして、等しく人権を有 していま

す。 しかしながら、現実には差別や虐待などの人権問題が存在してい

ます。

横須賀市は、子どもから高齢者まで世代を問わず、また性，:5IJや国籍

を問わず、この他に暮ら し、働き、学び、遊ぶ市民一人ひとりをかけ

がえのない個メ、として尊重します。

さまざまな差別や偏見をなくし、人権が侵害されることのない都市

をめざ して、市氏と協働しつつ、人権尊重の理念に基づく市政に取り

組む ことを宣言します。

平成19年 (2007年) 2月18日

横須賀 市 長

5 



第3章人権施策推進の基本的な方向 | 
1 施策共通の基本的方向

( 1 )人権教育・啓発の推進

① 学校教育においては、正義感、倫理観や思いやりの心など豊かな人間性をはぐ

くむための教育の充実を図ります。

② 社会教育においては、生涯学習の観点から人権について学べるような機会の充

実に努めます。

③ 家庭、地域、職場など、さまざまな場を通じて、市民一人ひとりが、人権につ

いての知識や理解を深められるよう啓発に努めます。

④ 市l隊員や教職員に対する人権の研修を進めるとともに、福祉 ・医療関係者など

に対しても、人権意識が高まるよう働き掛けに努めます。

( 2 )相談体制の充実

① 市民が問題の早期解決を図れるよう 、相談しやすい体制づくりと相談窓口の周

知に努めます。

② 複合的な問題に対応するため、それぞれの相談窓口や関係機関、民間団体など

との連携を図り、迅速かっ確実な解決につなげる体制づくりに努めます。

③ 相談内容の複雑化などに対応するため、相談に携わるl隊員の知識習得と応対技

術の向上に努めます。

( 3 )市民や関係機関との連携の推進

① 市民やNPO団体などの関係団体、官公暑と一協働 ・連携し、問題解決に向けて

取り組むよう努めます。

② 社会全体で人権問題に取り組めるよう 、家庭、 地域、学校、職場などさまざま

な分野での連扶に努めます。

③ 横須賀市だけでは解決できない問題については、国、県などへ積極的な提言 ・

要請を行い、連携を図るよう努めます。

( 4 )人権尊重の視点に立った市政の推進

① 個人情報の収集 ・保管 ・利用を適正に行い、プライパシーの保護に努めます。

② 社会情勢の変化や現状を的確に把握するとともに、複合的な問題についての庁

内の連携に努めます。

③ より適切に人権施策の推進を図るため、効率的な行財政運営に努めます。

④ 職員一人ひとりが人権尊重の意識を高め、自覚を持って職務遂行に努めます。
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2 分野別課題解決への基本的方向

(※掲載11頂は優先順位ではありません) (新】ー今回の改定で新しく位置づけられたもの

( 1 ) 男女共同参画

1 現状

憲法第14条第 1項は、 「すべて国民は、法の下に平等であって 、 ・・・ 性

別 ・・・ により 、政治的、経済的又は社会的関係において差別されなしリと規定し

ています。

しかしながら、性別に基づく差別を見ると、固定的な性別役割分担意識に基づい

た制度や慣行は家庭や職場、地域などさまざまな場で根強く残っています。DV※l

防止法では、女性に対する暴力だけでなく男性に対する暴力も対象としていますが、

配偶者等からの暴力の被害者は女性が多いなど真の男女平等社会の実現には至って

いないと言えます。

また、最近では、セクシュアル・ ハラスメント※ 2だけでなく パワー ・ハラスメ

ント※3やマタニティ ・ハラスメン ト※4等の防止啓発に取り組むこと も求められてい

ます。

「男女共同参画社会基本法Jでは、地方自治体に対し、 直接的に男女共同参画社

会の形成の促進に関係する施策でなくても、結果的に影響を及ぼすことがあり得る

ことから、男女共同参画に関する計画に盛り込まれない施策であっても、策定、実

施に当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮すべきとしています。

また、平成27年 (2015年) には「女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律J (女性活躍推進法)が成立し、 働く 場面で活躍したいと希望を持つすべての女

性が、その個性と能力を十分に発揮できる社会を実現するために、一定規模以上の

事業主に対する「事業主行動計画」の策定が義務付けられました。

2 これまでの施策

横須賀市では、平成 7年 (1995年)に男女共同参画社会実現のための具体的な取

り組みと して「女性行政総合プラン(デュオプランよこすか)Jをスター卜 させ、

これを機に、男女共同参闘推進の拠点施設として 「デ、ュオよこすか」を開設しました。

平成13年 (2001年) 12月には、 「男女共同参画推進条例Jを制定し、性別にかか

わらず、すべての人が個人として尊重され、あらゆる分野において、互いに個性と

能力を発揮できる社会の実現を目指すため、 「男女共同参画の推進を横須賀市の主

要な施策として、総合的に実施するJことを、横須賀市の責務として位置付けまし

た。

また、平成14年 (2002年)からは、市役所自らが男女共同参画を推進し、市内事

業所のモデノレとなるよう努めていくための「男女平等モデル事業所づくり計画Jを

策定 しました。現在、この取り組みは 「第 5次男女共同参画プランJに引き継がれ

ています。

7 



3 課題

「男は仕事、女は家庭」といった性別を理由に役割や責務を固定的にとらえる意

識は、社会に根強く残っており、また、保育所の待機児童の問題や、女性だけでな

く男性も産休・育休が取りづらい環境などがあり、こういったことが家庭や職場、

地域などにおいて男女共同参画の推進を妨げる一因となっています。

「男は仕事、女は家庭」という考え方について

0% 20% 40% 60% 8伺4 100% 

平成11年L明主サ 64“3.‘1 司 s・・6・ 19.3 24.1 コ， ， ， 
' 

， ， ， ， 
' 

t 

平成17年 与斗 ド画、.L4 
' 

46.8 23.3 25.1 コ， ， 
‘ ， ， ， 
‘ ， ， ， 、

平成23年 16~
， 

1 35.0 31.9 27.1 

"""'" ， ， ' ， ， ， ' ， ， 
‘ 

B ， 
' 

平成28年拘 30.7 37.8 28.0 寸

圃賛成 ーやや賛成 田やや反対 反対

出典:第5次償須'cl市男女共問参画プラン 20 1 8年度 ~2021年)3::より

本市人口と15歳以上就業者数

総数 男 女

人口(人) 406，586 202， 775 203，811 

年齢不詳 1，443 951 492 

内訳 0-14歳 46，530 23， 788 22，742 

15歳以上 358，613 178，036 180， 577 

15歳以上就業者数(人) 173，982 103， 558 70，242 

出典.平成27年(第20回)凶勢調査結果より作成

※「男は仕事、女は家庭」という考え方を否定する割合は増えてきているものの、

依然として、 「固定的な性別役割分担意識」が根強く 残っていることが分かり

ます。また、本市の15歳以上人口と 15歳以上就業者数を見ると、男性よりも女

性の就業割合が低いことが読み取れます。

4 施策の方向性 (主な取り組み)

横須賀市は、今後も、家庭や職場、地域など、あらゆる場で性別役割に しばられ

ることなく人権が等しく尊重され、自らの選択によってあらゆる分野における活動

で協力しあい、 互いに個性と能力を発揮し、その利益を享受できる男女共同参画社

会の実現に向けて、 さまざまな取り組みを進めていきます。
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(1 )政策・方針決定過程への女性の参画促進

審議会等や事業所における女性の参画を促進し、政策や方針決定過程への女性の

参画を拡大することにより、説もが活躍できるまちの実現を目指します。

(2 )女性の活躍推進

女性が意欲を持って継続して就業できるよう、また離職した人が 自分のライフス

タイノレに合わせた就業ができるよう、起業や再就職に関するセミナ一等の情報提供、

女性のための相談窓口の充実など、女性が活躍しやすい環境づくりを推進します。

(3 )ワーク・ライフ・バランスの推進【新】

誰もが充実した生活を送るためには、仕事と家庭生活、地域活動等とのバランス

をとりながら、個人の生活状況に応じたライフスタイノレを選択できることが重要で

す。特に、いわゆる男性中心型労働慣行を見直すことで自分のライブステージに応

じた多様な働き方を選択し、ワーク ・ライフ ・バランスを実現していくことができ

るよう意識啓発と情報提供に努めていきます。

(4)暮ら しやすい社会の意識づくり

男女共同参画を推進していくためには、多くの方々を対象に男女共同参画に関す

る理解を深めるための意識啓発や情報提供を継続的に実施していくことが重要です。

広報紙やホームページ等の活用や関係団体等と協働することで、男女共同参画につ

いての啓発や働き掛けをしていきます。

(5)誰も孤立させない社会に向けた支援【新】

女性の悩みは、女性が社会的に置かれる立場と深く関係していることから、さま

ざまな困難を抱える女性が孤立しないよう相談体制の充実に努めます。

また、多様な性を尊重する社会を実現するために、性的マイノ リティ※ 5に対する

理解の促進と支援に努めていきます。

(6) 家庭・地域・学校における男女共同参画の推進

誰もが安心して子育てや介護を しなが ら、仕事や地域活動等に参画していくため

には、子育てや介護について男女が共に関わっていくという意識を持ち、社会全体

で支援していく取り組みが必要です。

そのため、子育て支援や介護相談の支援、及びひとり親への就労支援などに取り

組んでいきます。また、災害時における多様なニーズへの配慮や学校での啓発は重

要であり、誰もが個々の人権を尊重しあえるよう、これからの時代を担う子どもも

含めた取り組みを行います。

(7) D V等を根絶する環境づくり

D V (デー トDVを含む)やさまざまなハラスメント等による人権侵害について

の理解を深め、あ らゆる場面で暴力やいじめ、嫌がらせは許さないという意識の醸

成が図れるよう啓発を進めます。
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また、相談窓口の一層の周知に努め、被害者の立場に立った相談 ・支援に取り組

んでいきます。

E;;F.苛立吾;71

※1 DV (ドメスティック・バイオレンス)

配偶者や恋人、婚約者、同棲相手など親密な関係にある者が体力、経済力、社会的信

用等のパワー(力)を背景に、パートナーに対してさまざまな暴力をふるうこと。

※2 セクシュアル・ハラスメント (セクハラ)

相手が望まない性的な言動により不利益を受けたり、 j職場環境や生活環境が不快なも

のになったりすること。

※3 パワー・ハラスメント (1~ ワハラ )

職務上の地位や人間関係を利用したいじめや嫌がらせ。

※4 マタニティ・ハラスメント (マタハラ)

妊娠 ・出産 ・育児休業等に起因した職場でのいじめや嫌がらせ。

※5 性的マイノリティ

性の在り方において、少数派とされる人々のこと。例えば、恋愛対象と して向性を好

きになったり(レズピアン=女性同性愛者、ゲイ=男性同性愛者)、男性も女性も恋愛

対象となったり(パイセクシュアノレ=同性愛者)、生まれ持った性別に違和感があった

り(トランスジエンダー=体の性別と性自認が異なる人)、性自認が「男」や f女Jな

どとはっきり国定されていなかったり(クエスチョニング)する人もいる。それぞれの

英語の頭文字を並べて rLGBTJ rLGBTQJ rLGsTsJなどと表現されることもある。ただ

し、性別や恋愛はもっと多様であることが知られている。

-!!E盤置

DVの種類 ※株力にはさまぎまな種類がある。

1身体的暴力

・殴る、蹴る、首を絞める、髪を持って引きずり回すなど

2心理(精神)的暴力

-暴言を吐く、大声を出す、無視する、浮気や不貞を疑うなど

3 経済的暴力

-生活費を渡さない、経済的に自立することを妨げるなど

4 性的暴力

-性行為を強要する、避妊に協力 しない、中絶を強要するなど

5 社会的隔Ili!E

-外出や親族 ・友人との付き合いを制限する、メーノレを見たり、 GPS機能で居場所を

チェックしたり(デジタル暴力)、電話をかけさせないなど交友関係を!被しく監視す

るなど

6 その他

「おまえは家事だけやっていればいいんだJ rこの家の主は俺だ」等と男性の特権を
振りかぎす、暴力をふるう原因が女性にあると責任を転嫁するなど
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( 2 ) 子ども

1 現状

平成元年 (1989年) 、国連総会において18歳未満の全ての子どもの基本的人権を

尊重することを 目的に、 「子どもの権利条約Jが採択され、日本も平成 6年 (1994

年) にこの条約を批准しました。

しかし、 少子化の進展による子育て世帯の減少や共働き世帯の増加により子育て

の孤立や負担感の増加が問題化し、子育てに関する不安や悩みが顕著になってきて

います。そのような中で、不登校、ひきこもり、子どもの人権を脅かすいじめ、虐

待、貧困、児童ポルノや ]Kビジネスなどが、深刻な社会問題となっています。こ

のような問題は、家庭や地域の教育力の低下、地域や社会の連帯意識の希薄化、経

済的な問題、情報通信技術の急速な発展、性の商品化など、 さまざまな社会的要因

が重なり合って起こっていると思われます。

2 これまでの施策

横須賀市は、 「横須賀子ども未来プランJ r横須賀市教育振興基本計画Jを策定
し、子どもたちと 、子育てに携わっているすべての人たち、次世代をはぐくむ親と

なる人たちに向けた、 「子どもの人権J教育や啓発活動、 相談事業、スクールソー

シヤルワーカーの配置のほか、さまざまな施策を進めています。

3 課題

いじめは不登校の原因ともなります。いじめは、いじめられた子どもの「教育を

受ける権利」を奪う ことにほかなりません。

いじめや虐待は、最悪の場合、被害を受けた子どもに自らが望まない死をもたら

す引き金となる ことさえあります。

このように、いじめや虐待は、子どもの「教育を受ける権利Jや「生きる権利J

さえも奪し1かねない重大な人権侵害です。

また、青少年の非行問題、子どもを対象にした商業的搾取や犯罪も、解決しなけ

ればならない子どもの人権問題です。

4 施策の方向性 (主な取り組み)

子どもたちの健やかな成長は、すべての市民の願いです。横須賀市は、子どもた

ちが未来に向かつて自分らしく大きな夢を抱く ことができるよう 、さまざまな取り

組みを進めていきます。
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(1 )地域における子育て支援と相談の体制の充実

家庭等における子育て支援や、子育て支援に関する相談体制の充実と情報提供、

ネットワークづくりの支援、子育て家庭への経済的支援等、子育て支援体制の充実

を図ります。

(2 )家庭や地域における教育力の向上

市民一人ひとりが公共の精神や豊かな人間性を備え、そして、家庭や地域におい

て協調して子どもを心豊かにたくま しく、健やかにはぐくむため、社会教育施設 ・

学校 ・地域が連携し、家庭や地域における教育力の向上を図っていきます。

(3 )いじめの未然防止と早期解決のための取り組みの推進

平成25年 (2013年) 9月に施行された 「いじめ防止対策推進法Jの内容及び「横

須賀市支援教育推進委員会Jでの議論を踏まえ、実効性のあるい じめ防止対策に取

り組んでいきます。併せて、体罰の根絶と学校問題(学校運営上支障となる諸問

題)の解決を図る対策を進めるため、 「横須賀市いじめ等の対策に関する条例」を

定め、横須賀市の全ての子どもたちが、充実した学校生活を送ることを目指してい

ます。

いじめの未然防止、早期発見、早期対応のため、スクールカウンセラー及びスク

ーノレソーシヤルワーカーの活用など、当事者が相談しやすい学校内の環境や人間関

係の構築に努めます。また、教育相談窓口において、不安や悩みを抱える児童生徒、

保護者に対するカウンセリング相談、心のケアを行います。

(4)不登校やひきこもりの児童生徒への支援の推進

不登校やひきこもりとなった児童生徒に対して、保護者との連絡を密にし、 関係

機関との連携を取りながら、支援を進めます。

(未成年のひきこもり→こども青少年支援課、成人のひきこもり→保健所健康づく

り謀、生活福祉課)

(5 )虐待の発生予防・早期発見・早期対応への取り組みの推進

児童相談所をはじめとした関係機関や地域と のネットワークを構築し、虐待の発

生予防・早期発見 ・早期対応や、 児童、保護者などへのケアに関して総合的な施策

を推進します。

命の大切さ、虐待の予防について、子育てに関するあらゆる施設において啓発を

行うとともに、医療機関などに対しても理解を求めていきます。
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(横須賀市件数) 児童虐待相談受付件数の推移
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※本市が児童相談所を設置した平成18年度以降の木市の児童虐待受付件数を見ると、

社会の児童虐待の意識の高まりや子育てに関わる不安やストレスなどにより附加

傾向にあります。国の数値も木iIi問岐に地)Jflし、平成29年度では最高件数となり

ました。

(6)社会的養育を必要とする子どもの支援の推進【新】

児童養護施設や里親などの社会的義育のさまざまな担い手との連携のもとで、社

会的養育を必要とする子ども達への適切な支援を進めます。

(7 )健やかに育つ社会環境づくりの推進

子どもたちの心とからだを守るため、家庭 ・地域 ・学校 ・事業者との連携により 、

l喫煙、飲酒などの防止や有害社会Ð;~mの浄化などを進め 、 これに取り組む人材を確

保 ・育成するとともに、青少年の健全育成に関する市民活動を促進します。また、

児訟が放課後に安心して過ごせる場・を充実させていきます。

(8)児童搾取防止の啓発活動の推進

児童買春や児童ポノレノなど、下どもを対象にした商業的搾取や犯罪の防止に向け

て、子どもの権利擁護に関する啓発を進めます。

(9)教職員への人権意識の啓発の推進【新】

チどもをいじめから守る取り組みや、体罰、さまざまなハラスメント等を防止す

るため、教職員一人ひとりの人権意識を向上させる研修等を行います。

(10) 子どもたちへの人権意識の啓発の推進【新】

幼少WJからの子どもたちの人権意識の隙成に資するため、人権擁説委只による保
育園や幼稚園での人権教室等の啓発活動を行います。
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圃重量Z哩圃

: 1 横須賀市のいじめ等に対する取り組み

横須賀市では、国の九、じめ防止対策推進法J (平成25年 (2013年)法律第71

4す)及び 「横須賀市いじめ等の対策に闘する条例J (平成26年 (2014年) 7月1

日施行)に基づき、いじめの防止等、体罰の根絶及び学校問題の解決に関する対

策が総合的かつ効果的に行われるようにするため、 「横須賀市いじめ等の対策に

闘する恭木方針Jを定めた(平成30年 (2018年) 3月改定)。

この基本方針に基づき、すべての学校には、 「学校いじめ防止基本方針」の策

定及び九、じめ防止等の対策のための組織j の設置が義務付けられている。

2 リベンジポルノ防止法

元交際相手などの性的な画像などを、 別れた後に嫌がらせのため、無断でイン

ターネットなど不特定多数の人に見られるような公共の場で公開する行為、いわ

ゆる「リベンジポルノJが発生している。子どもたちがSNSなどを通じて知り合っ

た相手によってなされることがあり、不特定多数の人に画像などを拡散されてし

まうと、回収や削除が困難なため、被害者は長期にわたって苦しみ続けることに

なり、問題となっている。

平成26年 (2014年)に「リベンジポノレノ防止法J (私事性的画像記録の提供等

による被害の防止に関する法律)が施行され、このような行為は罪に問われるこ

とになった。
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( 3) 高齢者

1 現状

令和元年 (2019年) 6月 1日現在の横須賀市の住民基本台帳登載人 口は、約40万

5，000人です。そのうち65歳以上の高齢者は約12万6，000人で、全体の約31%を占め

ています。

また、高齢者のいる世帯に占める 「単独世帯Jは増加傾向を示してお り、 より一

層の地域での見守りや生活支援などの支え合いが必要です。

2 これまでの施策

横須賀市は、 「横須賀高齢者保健福祉計画(介護保険事業計画を含む)Jに基づ

いて、 「高齢者の尊厳を守り 、地域とのきずなを保 ちつつ、その人らしい生活を支

援」し、 「高齢者が、長寿であることを喜べるまち」の実現に向けた取り 組みを進

めてきました。 r高齢者が住み慣れた地域でいつまでも安心 して暮らし続けられる
よう、健康でやさしい心のふれあうまち」の実現に向けた取り組みを進めています。

3 課題

高齢化の進行は、医療や年金、介護等の社会保障をはじめ、社会全体に大きな影

響を与えています。介護が必要な高齢者やその他何らかの援護を必要とする高齢者

が増えるに従い、さまざまな福祉サービスがあるにもかかわらず、詐欺的な商法の

被害や身体的 ・経済的虐待に遭-ったりするような事例も生じています。この ような

事例は、高齢者の人権という観点から 、人間の尊厳や生存権などにかかわる見過ご

すことのできない問題で、す。

4 施策の方向性(主な取り組み)

横須賀市は、高齢者が住み慣れた地域で安心 して暮らせるまちづくりを推進して

いきます。

(1 )生涯現役で生き生きと活動的に暮らせる環境づくりの推進

高齢者が、地域社会の中で、健康で社会活動に参加しやすい環境づくりや働 く機

会を提供することが求められています。また、第一線を退 く定年前後から 、できる

だけ切れ目なく第二の人生に移行できる仕組みづくりを進めると ともに、高齢者が

それぞれの価値観やライフスタノレに合わせ、生き生きと活動することができるよう

にします。一人ひとりが健康を保持しなが ら、心豊かに生活を送るための健康づく

り、外出支援、 生きがし、活動を充実させる必要があります。

(2 )虐待防止のための高齢者、養護者及び介護施設従事者等への支援の取り組み

高齢者虐待に関する相談窓口として高齢者虐待防止センターを設け、未然防止 ・

早期発見 ・迅速かっ適切な対応をすべく、地域や地域包括支援センターなどの関係

機関 と連携を図り、 高齢者 ・介護者双方の支援に努めます。
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高齢者や家族、介護に従事する人及び市民に、高齢者虐待防止の重要性や認知症

の介護について、正しく理解してもらうため、啓発活動を進めます。

養護者による虐待に関する新規相談件数と虐待ありと判断した件数の年次推移
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※新規相談件数は、平成27年度より減少しま したが、虐待ありと判断した件数

は、 相談の約半数前後で、大きな変化はありません。

(3 )介護予防についての意識を高め、高齢者の生活機能の維持向上の促進

65歳以上のすべての高齢者を対象として、生涯現役で活躍できる地域社会の構築

や健康寿命の延伸を目指し、講演会や入門的な介護予防教室を開催して、介護予防

に関する知識の普及及び啓発を行います。

要介護認定を受けている高齢者に対しては、その介護度に応 じたサービスを提供

することで、要介護状態の重度化を防止し、生活機能の維持向上を図ります。

(4)住み慣れた地域での生活の支援

住み慣れた地域で暮らし続けることができる仕組みづくりの構築を目指し、高齢

者の生活全般を支援するための行政が行う福祉サービスの充実はもとより 、高齢者

自身の自立への取り組みを充実させます。

(5)高齢者の権利擁護の推進

日常生活や介護サービスの利用に係る高齢者の自己決定が最大限に尊重されるよ

う努め、判断能力が不十分な方等に対しては成年後見制度や、よこすかあんしんセ

ンターを活用するなど、権利擁護を進めます。

(6)介護保険制度の広報 ・啓発や研修などの充実

充実した介護を行うため、 地域、 行政、サービス事業者等との連絡を密にするな

ど、地域での情報共有を推進し、連携に努めます。

適正な介護保険の運営を確保するために、公平かっ公正な要介護認定が行えるよ
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う、職員等への研修を実施するほか、介護保険のさまざまな情報を公表し、制度に

関する広報や啓発活動の実施、事業者に対する研修や指導などの充実を図ります。

(7 )利用しやすい施設・設備づくりの推進

公共の施設 ・設備に対して、高齢者に限らず、誰もが利用しやすいユニバーサノレ

デザイン※の考え方を取り入れた整備 ・改修を行っていきます。

(8 )福祉教育の充実

福祉関連施設や地域社会との連携を図り、高齢者への尊敬や感謝の心を育て、そ

れを実践できるよう、子どものときから福祉意識を育てる環境づくりを進めます。

そして、市民一人ひとりが高齢社会を自らの問題として捉え、共に支え合う社会の

構築を図ります。

(9 )介護人材を確保し、定着を促進【新】

介護従事者のさらなる処遇改善を図る ことを国に働き掛け、社会的評価を高める

ことにより、介護の仕事に従事する人材を確保するとともに、中高年齢層などの潜

在的な働き手の活用や、若い世代へ介護の仕事の魅力を伝えることなどにより 、介

護を担う人材の裾野の拡大に努めます。

(10)認知症になっても安心して暮らせるまちづくりの推進【新】

市民一人ひとりが認知症について正しく理解し、偏見を持たず認知症の人や家族

に適切に対応できるようにするとともに、認知症の人ができるだけ早期に診断 ・治

療を受け、今後の生活について相談し対応ができる継続的な支援体制の確立に努め

ます。

-...fif.毒:T:'~ヨ，rl

※ ユニバーサルデザイン

施設などの設計を、文化、言語、国籍、年齢、性別、能力などの違いや、障害

の有無などにかかわらず、すべての人が利用できるものとすること。

‘-ー - - - - -ーーーーー - - - -ー ー ーー ー ー ーーーーーーーーーーーーーーー ー ーーーーー ーーー ー ー ーーーー ー ーーーーーーーーーーーーーーーー ー-. 

E!B彊

にこつとチーム

横須賀市では、認知症の人や認知症の疑いがある人に対し、認知症についての助

言、受診、介護サービスの利用などの勧奨など必要な支援をし、安定した生活を送

る見通しがつくまで、集中的に支援をする横須賀市認知症初期集中支援チーム(に

こつとチーム)を設置し、自立生活の継続をサポートしています。

4 

.ーーーー ー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーー ー"ー"“ーーーーーーーーーーー ーーー-. 
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(4 ) 障害者

1 現状

平成23年 (2011年)に「障害者基本法Jの改正、平成25年 (2013年)に「障害者

総合支援法」の施行、平成26年 (2014年)に「障害者の権利に関する条約Jの批准、

また平成28年 (2016年) には rI障害者差別解消法Jの施行による合理的配鹿※lの不
提供の禁止など、|障害者福祉をとりまく環境は変わりつつあります。

2 これまでの施策

横須賀市は、平成 9年 (1997年)に「よこすか障害者福祉計画ハー トフルプラン

21J、平成15年 (2003年)に「よこすか障害者福祉計画J、平成21年 (2009年)に

「よこすか障害者福祉計画J、平成27年 (2015年)に「横須賀障害者福祉計画J(6 

か年計画)を策定しました。 さらに、国の基本方針(障害福祉サービス等及び|障害

児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針)に基づき、平成30年

(2018年)に「第 5期横須賀市|埠害福祉計画IJ を策定し、障害者施策を推進してき

ました。

横須賀市においても、障害者が生涯を通じ一貫した支援を受けられるよう 、保

健・医療 ・福祉 ・教育 ・就労 ・生活環境などの分野で、総合的 ・計画的に施策を推

進していくことが求められています。

横須賀市は、 平成24年度 (2012年度)から 「インクルージョンJ※2の考え方に重

点を置き、「リハ ビリテーション」 ※3、「エンパワメン トJト iの三つの考え方を「横

須賀障害者福祉計画Jの理念として掲げています。

3 課題

これらの理念を実現するためには、障害者が自己選択 ・自己決定でき、そのため

に必要なさまざまな支援が身近な所で受けられる生活が保障されなければなりませ

ん。

しかし、 地域社会には、これを困難にしている都市環境などの物理的障壁(バリ

ア)ばかりでなく、差別につながる ような制度 ・意識上の障壁などさまざまな社会

的障壁※5が存在しており、 これらを取り除いていく必要があります。

4 施策の方向性 (主な取り組み)

横須賀市は、これらの考え方に基づき、「障害者が自分らしい自立した生活を送 り

ながら、自らの能力を発揮する ことで、自己実現をより可能とする社会」、「障害の

有無にかかわらず、誰もが安心して暮らせるまちJの実現に向けて、さまざまな取

り組みを進めていきます。
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(1 )障害者の地域生活の支援

障害者が住み慣れた居宅や地域で、より安心して暮らせるよう、 ホームヘルプサ

ービスの充実、グノレープホームなどの充実、移動支援の充実、住宅確保の支援、経

済的自立の促進、余暇活動の支援、防災対策の充実を図ります。

(2 )保健・医療サービスの充実

医療従事者への研修の実施、救急医療体制の充実、精神保健施策の推進などによ

り、障害者が受けられる保健 ・医療サービスの充実を図ります。

(3 )相談支援・情報提供の充実

障害者が身近な地域で相談や支援を受けられる体制を整備し、必要な情報の収集

に努め、情報提供や相談員の専門研修の充実を図ります。

(4) 障害児施策の充実

障害児の経過検診の充実や障害児 ・慢性疾患児を持つ親の孤立の予防、地域の療

育関係機関とのネットワークの構築などを進め、療育機能の充実を図ります。また、

教育の面では、多様な障害に対応 した支援体制の整備などの就学支援の充実や校舎

のバリアフリー化※ 6の推進など、教育体制の充実を図ります。

(5 )働く場・活動の場の充実

障害者の就労支援を充実させるとともに、地域も含めた活動の場の充実を図りま

す。

(6 )バリアフ リーのまちづくりの推進

まちづくりにユニバーサノレデザインを取り入れるとともに、交通などのハー ド面

のバリアフリ ーや、差別 ・偏見のない心のバ リアフリーを進めます。

(7 )権利擁護システムの構築推進

障害者が虐待や差別、偏見を受けることがなくなるよう 、学校 ・社会教育の場で、

人権思想や障害に対しての知識理解、障害者福祉思想、の普及 ・啓発に努めるととも

に、財産権その他の障害者の権利擁護対策の充実を図り 、権利擁護システムの構築

を進めます。

(8)障害者福祉の推進基盤の整備

難病対策や地域ケアの充実、障害者福祉施策の検討への当事者の参画、 地域関係

者との連携、ボランティア活動の育成など、障害者福祉を推進していくための基盤

の整備を進めます。
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横須賀市の障害者数の推移

身体障害者数の推移 各年4月 1日現在

エ田乙主F台・ ー- 壬国=・ヨE古U 
内部視覚障害 |聴覚 ・平衡 ・そしゃく 肢体不自由
機能障害 | 言十機能障害 機能障害

975人 1，203人 135人 7，276人 4，268人 13，857人
(7.0%) (8.7%) (1.0%) (52.5%) (30.8%) (100.0%) 

943人 1，189人 150人 7，337人 4，350人 13，969人
(6.8%) (8.5%) (1.1%) (52.5%) (31.1%) (100.0%) 

917人 1，237人 151人 7，217人 4，421人 13，943人
(6.6%) (8.9%) (l.l%) (51.8%) (31.7%) (100.0%) 

914人 1，239人 145人 6，979人 4，510人 13，787人
(6.6%) (9.0%) (1.1%) (50.6%) (32.7%) (100.0%) 

909人 |L247人| 147人 6，775人 4，572人 13，650人
(6.7%) (9.1%) (1.1%) (49.6%) (33.5%) (100.0%) 

知的障害者数の推移 各年4月 1日現在

最重度 重度 中度 程度
計-

(IQ20以下) (IQ21~35) (lQ36~50) (IQ51以上)

630人 691人 789人 775人 2，885人
(21.8%) (24.0%) (27.3%) (26.9%) (100.0%) 

642人 712人 816人 830人 3，000人
(21.4%) (23.7%) (27.2%) (27.7%) (100.0%) 

641人 689ノL 811人 899人 3，040人
(21.1%) (22.7%) (26.7%) (29.6%) (100.0%) 

654人 695人 829人 982人 3，160人
(20.7%) (22.0%) (26.2%) (31.1%) (100.0%) 

637人 682人 819人 1，028人 3，166人
(20.1%) (21.5%) (25.9%) (32.5%) (100.0%) 

精神障害者手帳の所持者数の推移 各年4月 1日現在

| 平成~年 平成~$j年 平成~年 平成~j年 平成29年 I

1 級 384人 359人 382人 393人 399人

2 級 1，747人 1，872人 1，921人 2，002人 2，128人

3 級 676人 743人 819人 865人 944人

百十 2，807人 2，974人 3，122人 3，260人 3，471人

出典 :第5WI被須賀市障害福祉計画(第 1WI横須賀市|時害児杭祉計画を含む)より

※身体|障害者数は減少していますが、知的障害者、精神障害者保健福祉手11長所持者

は増加傾向にあり ます。
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E_.院若宮露，f'1

※ 1 合理的配慮

障害者差別解消法では、行政機関や事業者に対して、障害者から社会的障壁を

除いて欲しい旨の意思表示があった際は、過度の負担を伴わない場合、社会的障

壁の除去について、必要かつ合理的な配慮を行うことを求めている。

※2 インクルージョン

誰もが差異や多様性を認め合い、相互の連帯や心のつながりを築き、すべての

人々が疎外されることなく社会の中に溶け込み、地域社会へ参加 ・参画するとい

う考え方。

※3 リハビリテーション

障害をもつことにより 、社会的に不利な立場に立った人に対するあらゆる分野

での総合的な援助。

※4 工ンパワメント

自己の長所や能力を自覚し、主体的に自己決定 ・問題解決能力を付けていくと

いう考え方。

※5 社会的障壁

障害のある方にとって、日常生活や社会生活を送る上で障壁となるような、社

会における事物(通行、利用しにくい施設設備など)、制度(利用しにくい制度

など)、慣行(障害のある方の存在を意識していない慣習、文化など)、観念

(障害のある方への偏見など)その他一切のもの。

※6 バリアフリー

障害のある人だけではなく、すべての人の社会参加を困難にしている物理的、

社会的、制度的、心理的なすべての障壁を除去すること。

-ew;w 
ノーマライゼーションとインクルージョン

ノーマライゼーションとは、障害者を特別視するのではなく、 一般社会の中で普

通の生活が送れるような条件を整えるべきであり 、共に生きる社会こそがノ ーマノレ

な社会であるという考え方である。

インクノレージョンと は、社会的包摂という意味を持ち、誰もが差異や多様性を認

め合い、すべての人が社会の中に溶け込み、地域社会へ参加 ・参画するという考え

方である。

障害施策に関する考え方は、時代の変遷とともにさまざまなものが生まれてきた

が、インクノレージョンはノーマライゼーションの考え方を継承しながら、 障害施策

の基本として、対象者をより幅広く持った考え方となっている。

. -ーーー ーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ーー-ーー ーー・・ーー-ー-- -ーーーーーーーーーーーー・ーー'ーーーー
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( 5 ) 同和問題

1 現状

同和問題一部落差別とは、日本社会の歴史的発展の過程で、政策的に身分差別として

形づくられてきたものです。明治時代に入り、制度上の差別はなくなりま した。 しか

し、実際にはなお、一部の人たちが長い間さまざまな差別を受けてきています。

部落差別等の同和問題に関する人権問題

(部務差別的ーの問手nnil組を「知っている」とするものに、線数阿~)

結婚問題で周囲の反対を受けること

差別的な言動をされること

身元調査をされること

就職・職場で不利な扱いを受けること

インターネットを利用して差別的な情報が掲載されること

えせ同和行為(同和問題を口実に企業や官公庁

等に不当な要求をする行為)がなされること

差別的な落書きをされること ・・・圃 8.8

その他 目0.8 

16 

特にない ・・・・・・・・・ 11.8 

わからない 13.1 

。 10 

40.1 

27.9 

27.6 

23.5 

18.7 

20 30 40 ('Yo) 

※被数回答のため、合計が100覧となりません。 出』江 戸、l~l府平成2911三度人続擁護に|到する世論調査より作成

※いまだに、結婚問題や差別的な言動をされるなどの事案が発生しています。

2 これまでの施策

昭和44年(1969年) 、政府は「同和対策事業特別措置法」を制定し、各種の特別

対策を講じてきま した。横須賀市においても、個人施策としての給付 ・貸付事業や、

下水道や道路などの環境整備事業を行い、実態的差別の改善に成果を挙げてきまし

た。

上記の特別措置法に始まる一連の法制度は、平成14年 (2002年)をもって失効し、

横須賀市も一般施策の中で対応する ことになりま した。また、人権教育 ・啓発の取

り組みにより、心理的差別についてもその解消に努めてきました。

また、平成28年 (2016年)には、 「音I1落差別の解消の推進に関する法律J (部落

差別解消法)が成立し、国及び地方公共団体の責務は相談体制の充実や教育及び啓

発を図るよう努めることが定められました。
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3 課題

全国的に見ると、インターネット上での差別害き込みや、結婚 ・就職差別に結び

付・く恐れのある戸籍の不正請求、えせ同和行為など、同和問題解決の障害となる行

為が見受けられます。

4 施策の方向性 (主な取り組み)

横須賀市は、同和問題の解決に向けて、さまざまな取り組みを進めていきます。

(1 )教育・啓発活動の推進

同和問題に関する正しい知識の普及は、人権教育 ・啓発として取り組むべき課題

のーっと位置付け、人権団体や当事者団体とも連携を図りながら、差別意識や偏見

をなくすための啓発活動を進めます。

(2)人権教育の推進

学校教育において、それぞれの発達段階に応じて、差別が誤りであり、差別をし

てはいけないことを教え、差別を許さない心をはぐくむ教育を進めます。

(3 )えせ同和行為の排除

同和問題を口実として、企業や行政機関に不当な要求を行う、えせ同和行為の排

除のため、官公署などの関係機関と連携し、対処方法などについて、市民、事業者

への啓発や、市j隊員に対する研修を行います。

(4)相談体制の充実

生活基盤の安定、福祉の向上、人権擁護などを図る目的で、人権団体や当事者団

体が行う相談事業を支援するとともに、横須賀市の窓口においても、当事者が安心

して相談できる体制の充実を図ります。

(5 )権利擁護の推進

就職 ・結婚差別に結び付く恐れのある戸籍 ・住民票の不正請求は、戸籍法 ・住民

基本台 11長法の改正により法的な対策は整えられました。横須賀市では、本人通知制

度を導入 していますが、見直 しを行い窓口での不正取得防止の徹底に努めます。

(6)当事者団体との連携及び地域住民の交流の促進【新】

生活相談などを相談しやすい体制を整えるとともに、当事者団体と連携し差別の

ない社会の実現に取り組みます。

また、 地域の住民同士の理解や交流を深めるための取り組みの促進に努めます。
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圃量望彊・

1 部落差別解消法

; 「部落差別の解消の推進に関する法律j が、平成28年 (2016年)12月に国会で成

; 立した。

現在もなお、部落差別が存在していることを踏まえた上で、部落差別は許されな

いものであるとの認識の下に、部落差別の解消を推進し、部落差別のない社会を実

現するための基本理念を定めたものである。国及び地方公共団体の責務を明らかに

するとともに、相談体制の充実、教育 ・啓発、実態調査の実施について明記されて

いる。法律成立の背景には、イ ンターネッ ト上に地名リ ストなどが掲示されたこと

などがあると考えられる。
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(6 ) 外国人

1 現状

横須賀市に住民登録をしている外国人の数は、平成30年 (2018年) 4月 1日現在、

5，668人で、総人 口に占める割合は約1.4%です。

過去10年間の推移を見ると、 平成22年 (2010年)から平成25年 (2013年)にかけ

て減少しましたが、その後は、日本経済の回復基調に伴い噌加を続けています。

国籍別人数では、フィリピン、仁h匡|・台湾、韓国 ・朝鮮、米国に続いて、かつて

は、平成 2年(1990年)の入管法改正による日系人の就労などにより、ベノレ一、 ブ

ラジノレが多くを占めていましたが、 近年は、フィリピン、ベトナム、 イン ドネシア、

ネパーノレが急増 しています。 これは、 留学や外国人技能実習制度に加 えて、 二国閉

経済連携協定 (EP A) により、インドネシア、フィ リピン、ベ トナムからの看護

師 ・介護士候補者の受け入れが進んでいることなどが考え られます。

平成 31年 (2019年) 4月 1日に施行された改正入管法では、介護や建設など 14

業種での就労が認められる「特定技能 1号Jr特定技能 2号」の 2つの在留資絡が設
けられ、就労目的の外国人の増加が見込まれます。

また、 インバウンド (外国人の訪日旅行)への取り 組みによる外国人観光客も増

加しており、 2020年の東京オリンピック ・パラ リンピック競技大会を陸え、 日本や

日本文化への関心が高まる中、横須賀市を訪れる外国人はますます唱えると考えら

れます。

横須賀市に住民登録を している外国人の国籍別人数
(人)

6，000 5，668 
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-・・ベ トナム ・・・ペノレー

圃圃圃 ブラジノレ 圃圃圃 タイ
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:I¥9l!-:般家l'Ci市市民古11データ より作成

※本市の外国人の人数は、 年々明加傾向にあり ます。
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2 これまでの施策

横須賀市は、平成9年 (1997年)に策定した基本構想において、都市像を「国際

海の手文化都市Jと定め、横須賀市在住の外国人や横須賀市を訪れる外国人が交流

を楽しみ、生き生きと暮らせるまちづくりを進めるため、さまざまな交流事業や生

活支援事業を実施してきました。

3 課題

このような状況の中で、横須賀市の施策全般について、多文化共生の視点での配

慮が求められています。災害時の対応や、法律 ・医療 ・福祉などの専門分野、学校

教育や日常生活など、幅広い支援とその周知が必要となっています。

また、 一方、近年では、特定の国籍や民族の人々 を差別、排斥したり 、それを煽

ったりするような言動である 「へイトスピーチj が県内において も繰り返されるな

ど、社会的問題となっています。

4 施策の方向性 (主な取り組み)

横須賀市は、「人権都市宣言Jの理念である、 「国籍を問わず、市民一人ひとりを

かけがえのない個人として尊重」するまちづくりを進めるため、異なる文化や習俗、

言語などに対する理解不足から生ずる偏見や差別をなくし、それぞれの違いを認め

合い、尊重し合うことのできる多文化共生社会の実現に向けて、 NPO団体などと

協力しながら、さまざまな取り組みを進めていきます。

(1 )外国人の生活の支援

外国人が日常生活を送る上で直面するさまざまな悩みや困りごとの相談に、多言

語で対応します。必要に応じて、関係機関に同行 したり 、他の相談機関を紹介した

りします。また、外国人が日常生活に必要な基本的な日本語を学ぶ講座や、災害へ

の備えなどを学ぶ防災啓発事業を行います。

(2)相互理解を深める交流事業の実施

外国人と日本人が交流を通じて相互理解を深めるため、子ども同士の交流や、文

化・ スポーツを通じた交流など、さまざまな交流事業を行います。

(3 )多言語による情報発信

日常生活に必要な情報の多言語化や横須賀市ホームページの自動翻訳などにより 、

多言語の情報発信に努めます。また、誰にでもわかりやすい「やさしい日本語Jの

使用に努めます。

(4)災害時における外国人の支援

災害時には、横須賀市ホームページや、防災行政無線、防災情報メールによる外

国語での情報発信を行います。また、横須賀国際交流協会と連脱し、避難所等に災

害時通訳 ・翻訳ボランティアを派遣します。
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(5 )外国人の子どもたちの就学支援

日本語ができないために学校生活に支障をきたしている外国人児童生徒に対し、

国際教育コーディネーターの配置や、日本語指導員 ・学校生活適応支援員を派遣し

個別指導を行 うな ど、 自らのルーツに連なる母語も大切にしながら、日本語能力の

向上と学校生活への早期適応を図り ます。

(6 )外国人の医療の確保や健康増進に関する情報提供

救急現場において、 三者間同時通訳システムなどを利用した外国語対応を行いま

す。医療費の支払いが困難な外国人の救急医療を確保するための制度について、関

係医療機関への周知を図ります。また、外国人が医療機関を受診 しやすくなるよう

に外国語診療マニュアノレや問診票について市内医療機関に紹介したり、横須賀市の

行う保健サービスをより受けやすくしたりするよう、情報提供に努めます。

E!B彊

ヘイトスピーチとへイトスピーチ解消法

近年、特定の国籍や民族の人々を排斥する差別的、扇動的な言動、いわゆる 「ヘ

イ トスピーチJが社会的な問題となっている。一人ひとりの人権が尊重され、あら

ゆる差別のない成熟した社会を実現する上であってはならないことである。

このような状況の中、平成28年 (2016年)にへイトスピーチ解消法が成立し、不

当な差別的言動のない社会の実現を目指した取り組みを推進していくことが定めら

れた。
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( 7) 患者等

1 現状

市民の健康を保持 ・増進させ、良質な医療を提供することは、憲法第13条の「生

命」権の保障、同第25条の「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利Jの保障を

具体化する ことでもあ ります。

また、世界的に見ると、社会的な価値観の激変の中で、プライパシーの保護など

個人の権利意識の高ま りや、 医療情報の増加、高齢者の増加などによる疾病構造の

変化、技術の進歩による医療内容の変化などが、患者と医師の関係に変化をもたら

しています。

2 これまでの施策

横須賀市では、患者の権利を擁護するため、うわまち病院、市民病院、救急医療

センタ一、保健所など、市民の健康保持 ・増進のための医療 ・保健機関を設置して

います。

3 課題

医師と患者の関係は、支配 ・服従関係でも、一方通行的な関係でもなく、平等な

人間関係に基づく信頼関係であることが基本です。

治療内容については、医師の専門家としての判断と裁量権が重要ではありますが、

患者の生命 ・身体に関する最終的決定権は患者自身にあるという考えが、医療現場

における根本原則と言えます。

また、エイズ※ lやハンセン病※2などの感染症について、誤った知識や偏見、理解

不足から患者やその家族に対して生じる差別などの人権問題が生じています。

4 施策の方向性(主な取り組み)

横須賀市は、医療に関するさまざまな変化を見据えながら、患者の自己決定権や

プライパシーなどの人権を擁護し、病気や医療に関する正しい知識の普及や良質な

医療の提供に努める とと もに、市民の健康増進を図るためのさまざまな取り組みを

進めていきます。

(1 )医療体制の維持・改善

生命の尊厳と人間性を尊重し、常に安全で適切な医療を提供するため、研修など

を通 じ、 医療スタッフの人権意識・倫理の一層の向上を図るとともに医療スタップ

の不足に対処するため、人材の確保 ・育成や、相談窓口 ・ハー ド面の充実を図りま

す。また、医療スタッフの人権意識 ・倫理の一周の向上を図ります。また、患者の

生命に関わる救急医療体制の整備を進めます。
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(2 )地域における医療連携の促進

市立病院をはじめ市内の病院と 、地域のかかりつけ医との連携を促進し、医療機

関ごとの機能や役割を分担することにより 、患者の利便性や適切な医療の確保を図

り、地域における医療サービスの体制を堅持します。

(3 )患者の自己選択に基づく医療の確保

患者の自己選択に基づき医師との信頼関係の下に医療がなされるよう、インフォ

ームド ・コンセント※3やセカンドオピニオン※4の活用についての普及を図り 、人生

の最終段階まで、患者の意思決定・を支援するアドバンス ・ケア ・プランニング※ 5につ

いても普及 ・啓発を進めます。

(4)病気に関する正しい知識の普及を推進

エイズやHIV※lに関する正しい理解を深めるため、検査、相談、普及啓発のた

めの研修会や広報活動の一層の充実を図るとともに、病気と薬、治療方法などにつ

いて啓発活動に努めます。また、難病患者およびその家族に対しては、相談事業、

療養支援の充実を図ります。

(5)相談体制の充実

良質かっ適切な医療を提供するために、市立病院をはじめ市内病院の相談窓口に

おいては、患者を支援し代弁する立場として、患者やその家族からの苦情や提言を

真撃 (しんし)に受け止め、患者の権利 ・利益の擁護の視点から対応できるよう相

談に携わる職員の資質向上と相談体制の充実に向けた普及啓発を図ります。

(6 )市民の健康の増進

「まもる健康ーからつくる健康へJを理念として、市民が安心して検診サービスが

受けられるよう 、予防医学の観点から、医療水準の維持向上に努めるとともに、健

康づくりのため、適切な生活習慣を提案し、実践を支援します。

(7 )個人情報の適切な管理

市立病院や保健所などの運営に当たっては、「横須賀市個人情報保護条例Jの趣旨

にのっとり 、患者や来所者の個人情報の収集、保管、利用、提供、開示などの管理

について、適正に行うとともに、プライパシーに極力配慮します。
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※ 1 エイズ・ HIV

HIV感染症とは、免疫機能障害を起こす疾患で、 H1 V (ヒト免疫不全ワイ

ノレス)によって引き起こされる免疫不全症候群のことを特にエイズ (A1 D S) 

と呼んでいる。HIVの感染力は非常に弱く、正しい知識に基づく通常の日常生

活を送る限り、 いたずらに感染を恐れる必要はない。

※2 ハンセン病

ハンセン病は、もともと病原性の弱い「らい菌」による感染症。過去には遺伝

病と誤解されたり、恐ろしい病気として患者の強制隔離も行われたり した。現在

は、適切な治療により完治することができる。

※3 インフオームド・コンセント

医師が治療を行う上で十分な説明を行い、患者やその家族が納得し、自らが判

断して、治療内容に同意すること。

※4 セカンドオピニオン

患者が治療上の重要な意思決定をする際に、それまでの診療結果、検査報告な

どの情報の提出を求め、それに基づいて他の医療機関の医師の意見を聞くこと。

※5 アドバンス・ケア・プランニング (AC P) 

今後の医療や療養場所の希望について、患者や家族とあらかじめ話し合って患

者の思いを引き出し、その話し合いの経緯をそのまま関係者で共有するプロセス

のこと。

厚生労働省は、ACPの愛称を「人生会議Jと名付けた。 11月30日(し¥い看取

り・看取られ)を「人生会議の日」とし、人生の最終段階における医療 ・ケアに

ついて考える日と した。

圃量望彊・

患者と医療

医療はその専門性の高さから、医師と患者の情報格差が生じやすく、その結果、

治療の際に患者の自 己決定が難しくなり、医師側の決定に傾きがちと考えられる。

医師の専門性は重要ですが、治療に際して自己の身体 ・生命に関する決定権の主

体は患者であると いうことが根本原則です。インフォームド ・コンセントやセカン

ドオヒ。ニオンは患者の自 己決定権を支えるものである。

また、自己決定の権利など、多くの医療機関が患者の権利について、 「章典Jや

「憲章」として表明している。
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(8 ) インターネットによる人権侵害【新】

1 現状

インターネットの普及に伴い、特定の個人を対象とした誹誘 ・中傷、差別的な表

現の書き込みや、保護者や教員の知らない子ども同土のいじめが起こっていたり 、

未成年者がイ ンターネット を通じた犯罪等の被害に巻き込まれたりするなど、さま

ざまな問題が発生しています。

さらに、インターネットを利用したセクシュアノレ ・ハラスメントやノミワー ・ハラ

スメント等のハラスメント、同和問題や外国人、障害者等に関する差別的な書き込

み等も深刻化しています。近年ではSNS※の利用が急増しており 、これらの問題は

より複雑化しています。

インターネットによる人権侵害に関する人権問題

他人を誹誘中傷する情報が掲載されること

プライバシーに関する情報が掲載されること

ラインやツイッターなどによる交流が 1

犯罪を誘発する場となっていること

他人に差別をしようとする気持ちを起こさせたり、

それを助長するような情報が掲載されること

リベンジポルノ(元交際相手などの性的な函像などを

相手の同意を得ることなく、インターネットの掲示板

などに公表する行為)が行われていること

捜査の対象となっている未成年者の

実名や顔写真が掲載されること

(複数回答)

ー

。。
吋

4
E
U
 

39.6 

ネットポルノが存在していること I 1 30.0 

その他 ~ 0.8 

特にない

わからない

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 

('Yo) 

※複数回答のため、合計が10仰となりません。 出!l11: I大l階l府平成29年度人権擁殺に関する世論調査より作成

※インターネットの手軽さや利便性はメリ ットですが、それとは背中合わせ

の危険性も懸念されています。
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2 これまでの施策

平成17年 (2005年)からインターネットを使用する際のノレーノレやマナーについて市民

向けに啓発講座を開催しています。また、教育委員会では、平成20年 (2008年)から

「インターネット等有害情報対策会議」を開催し、家庭、学校、地域や関係機関、行政

などと情報を共有しながら子どもたちを被害から守るための取り組みについて検討して

います。そして、平成27年 (2015年) 4月には、 「よこすかケータイ ・スマホ スタン

ダードJとし1うリ ーフレットを作成、毎年配布し、小中学生の携帯電話 ・スマートフォ

ンの家庭における約束やルールづ、くりを進めています。

3 課題

インターネットの情報は、発信者の意図に関わらず、あらゆるところに急速に拡

散してしまう恐れがあることから、インターネットを使用する一人ひとりの人権意

識が大切です。

インターネットの利用者に対し、個人の名誉やプライパシーに関する正しい理解

を深めるための啓発活動を推進していくことが必要です。

4 施策の方向性(主な取り組み)

インターネットによる人権侵害が起こらないよう、インターネットを適正に利用

するためのモラルやリスクの理解を深めるための啓発活動を推進していきます。

(1 )教育・啓発活動の推進

市民向けの講座を開催し、インターネットに関するモラノレやリスクについて啓発

します。また、インターネットを利用する児童生徒への指導及びその保護者への啓

発をします。

(2 )相談・支援の充実

SNSにおける誹誘 ・中傷等、インターネットの普及に伴う各種問題に対する適

切な相談窓口について周知します。

925闘綿酒

※ SNS 

ソーシヤノレ ・ネットワーキング ・サービス (social networking service)の

略で、lVeb上で、社会的ネットワーク(ソーシャル ・ネットワーク)を構築可能にす

るサービスのこと。狭義には、人と人とのつながりを促進 ・サポー トする、 「コ

ミュニティ型の会員制のサービスJと定義される。代表的なものには、フェイス

ブック (Facebook)、ツイッター (twitter)、ライン (LINE)、インスタグラ

ム(Instagram)などがある。
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EE霊園

1 インターネット上で人権を侵害されたときは

インターネ ットは急速に普及し、身近で便利なものである反面、危険性とも隣り

合わせであり 、深刻な人権侵害を引き起こすことがあります。被害に遭われた庁

は、プロパイダ、サーバの管理 ・運営者など(以下、 fプロパイダなどJとい

う。)に対し、発信者の情報の開示を請求したり 、人権侵害情報の削除を依頼した

りすることができる。

く自らプ口バイダなどに人権侵害情報の削除を依頼する場合〉

プロパイダなどに対し、 「侵害情報の通知書兼送信防止措置依頼書Jを送付す

ることにより 、人権侵害情報の削除を依頼することができる。

く自ら削除を求めることが困難な場合は、法務局が削除を要請〉

被害に遭われた方が自ら削除を求めることが困難な場合は、最脊りの法務局にご

相談ください。

名誉棄損やプライパシー侵害など、の人権侵害に該当すると認められる場合で、 相

談者自身で削除を求めることが困難なときや相談者からの削除依頼にプロバイダな

どが応じない際には、法務局がプロバイダなどへの削除依頼の要請を行 う。
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(9 ) 性的マイノリティ 【新】

1 現状

多くの人は、性別は男女のどちらかで、生まれもった性別に違和感を党えず生き、

恋愛の対象は異性であるのが 「普通」と感じているかも しれません。

このような多数派に当てはまらない、少数派(マイノリティ)にあたる性の在り

方を自認 ・指向する人を「性的マイノリテイ※」といいます。

多数だから 「普通j、マイノリティだから 「特別なJ存在というわけではありませ

ん。 しかし、実際には性的マイノリティに対する恨強い偏見や差別が存在し、日常

生活での困難、ストレスや孤独感を抱いている人々がいます。

性的マイノリティの人口比率は 3"-'5 % (20人に 1人程度)と推定されますが、

偏見や差別を恐れて打ち明けられない人も大勢います。そのため、身近にいないと

思われたり、差別的な言葉ゃからかいが横行したりする現状があります。

性別や必愛の多様性、マイノリティだからといって排除されない社会システムが

求められています。

2 これまでの施策

横須賀市では、平成24年度 (2012年度)に人権施策推進会議から「性的マイノリ

ティの人権Jについての答申を受け、性的マイノリティに関する施策と施策体系を

まとめました。その中で、相談体制の充実、正 しい知識の周知、関係機関との連携

を重点三項目として取り組みを進めてきました。

国においては、平成27年 (2015年)に文部科学省から「性|司一性障害に係る児童

生徒に対するきめ紺|かな対応の実施等についてJの通知が出され、画一的な対応で

はなく、個別の事例において学校や家庭の状況等に応じた取り組みの必要性がある

としています。

3 課題

性的マイノリティの当事者は、少数派であるため周囲の人の無理解や偏見から、

さまざまな困難を抱えることがあります。

特にゲイ、パイセクシュアル男性の自殺未遂率は、非常に高い水準にあるという

統計があります。さらに、レズピアン、ゲイ、パイセクシュアルの方々が婚姻を前

提とした社会環境での生きづらさを感じたり、 トランスジエンダーの方々が男女二

分論を前提とした社会環境での生きづらさを感じたり、それぞれ異なる困難や悩み

を抱えています。

また、思春期における性的マイノリティの子どもたちが、学校において、心無い

言葉による暴力などのいじめを受け、孤立し精神的な抑圧を受け、不登校や自殺に

追い込まれるケースが少なくないことも専門の研究機関などのアンケー ト調査結果

から推し量ることができます。

このような状況から、さまざまな「違いj を「個性Jと考え、互いに認めあい、

性的マイノリティの当事者とその家族にとって孤立を防ぐ取り組みが必要です。
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ゲイ・バイセクシュアル男性、性同一性障害の方の自殺未遂率等

ゲイ・パイセクシュアル男性※1

自殺を考えた

自殺未遂

0.0% 50ω4 100ω6 

同性愛者の男性は、異性愛者の男性.と比較して自殺未遂リスクは約 6倍といわれています。※ 2

性同一性障害※3

不登校

自殺未遂

0.0% 50.00/0 100.00/0 

出典 ※ 1 日高lilfn青ほか (2007)厚生労働省エイズ対策研究推進事業ゲイ ・パイセクシュアル男性の
健康レポート 2

※2 rわが国における都会の若者の自殺未遂経験割合とその関連要因に関する研究J
hLLp://www.health-issue.jp/suicide/ 

※ 3 r岡山大学病院ジェンダークリ ュック J2009年調査

※ゲイ ・パイセクシュアノレ男性の 7割近く が自殺を考えたことがあり、性同一

性障害の方でも 3割近くが不登校や自殺未遂を経験するなど、深い悩みを抱

えています。

4 施策の方向性(主な取り組み)

人が100人集まれば、100通りの個性があるように、一人ひとりの性の在り方も異

なります。横須賀市は、相談窓口の設置、啓発活動、情報交換の場の設置など多様

性のあるまちづくりを進めていきます。

(1 )性的マイノ リティ当事者の人権を守る取り組み

市内で10代、 20代の当事者同士が交流できる場を設定し、孤立を防ぐ取り組みを

推進します。また、相談窓口を設け、性的マイノ リティ当事者やその家族、支援者

からの専門の相談を受けられる体制づくりに努めるとともに、行政文書等の不要な

性別欄の削除を進めていきます。

また、性的マイノリ ティに理解のある事業者等向けに、 性的マイノリティに理解

のある こと を表すレインボーカラーのステッカーを作成し配布します。
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性の多様性を尊重する取り組みとして、向性等多様なカップルが自由な意思によ

るパートナーシップ宣誓を行い横須賀市が証明書を発行する制度を導入しました。

よりよい制度になるよう見直しをしていきます。

(2)相談体制の整備

性的マイ ノリ ティに関する研修会を開催し、身近な相談者となる教員、横須賀市

!隊員等の知識の習得を行います。

また、NPO団体等主催の会議等へ出席し、情報収集に努めます。

(3 )正しい知識の周知

広報よ こすかや横須賀市ホームページ等で、性的マイノリティの正しい知識を伝

えるとともに、 市民向け啓発リーフレット等を随時配布します。

また、性的マイノ リティの正しい知識や理解を深めるため、生徒向けの講座や、

市民や多くの事業者等を対象とした人権セミナーを開催し、学校や市内公共施設の

ほか商業施設で啓発パネル展示を行います。

(4) 関係機関等との連携

性的マイノリティの当事者等の意見を聞 くため、横須賀市職員との意見交換会を

開催します。

また、NPO団体等との連携や、啓発イベントに協力をして支援の体制をつくり

ます。

'EE闘調理

※ 性的マイノリティ

性の在り方において、少数派とされる人々のこと。例えば、恋愛対象として向

性を好きになったり(レズピアン=女性同性愛者、ゲイ=男性同性愛者)、男性

も女性も恋愛対象となったり(パイセクシュアノレ=両性愛者)、生まれ持った性

別に違和感があったり(トランスジェンダー=体の性別と性自認が異なる人)、

性自認が「男j や「女」などとはっきり固定されていなかったり(クエスチョニ

ング)する人もいる。それぞれの英語の頭文字を並べて iLGBTJ iLGBTQJ 

iLGBTsJなどと表現されることもある。ただし、性別や恋愛は上記以外にも多様

な形があることが知られている。
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.里面司，~・・

レインボーカラー

現代の日本では虹は7色ですが、6色のレインボーカラーは、性的マイノリティ

の活動のシンボノレとされている。

SOGI (ソジまたはソギ)

Sexual Orientation & Gender Identityの頭文字のことで、 「性的指向と性自
認Jのことを表す。

性的指向や性自認は、すべての人に関わることからしGsTよりも広い概念になる。

多様性

恋愛の多様性は、LGBなど恋愛対象の多様性のみを示すものではなく 、生涯を共

にするパートナーシップの多様性、家族の多様性(例えば向性カップルと子どもの

家族)にもつながっており、 QOL(Quality of Life)に大きく関わります。恋愛、

ノぞートナーシップ、家族の在り方において、多様な在り方が尊重され、どのような

形であっても安心して幸せに生活できる社会が求められている。
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(10) 自殺をめぐる問題 【新】

1 現状

園内での自殺(自死)者数は、平成10年(1998年)には 3万人を超え、 しばらく

は高い水準で推移していました。近年は減少傾向に転じたとはいえ、いまだに多く

の方々が亡くなっています。

横須賀市においても、平成11年(1999年)には年間100人を超え、 近年は固と同様

に減少傾向にはあるものの、年間70'""-'80人もの方が亡くなっています。

横須賀市の年代別死因 (平成24年~平成28年合計)

年代 第1位 第2位 第3位

10-19歳 不慮の事故 9人 自殺 7 人 呼吸器系の疾患 2人

20-29歳 自殺 43 人 不慮の事故 19人 悪性新生物 9人

30-39歳 自殺 55 人 悪性新生物 30人 心疾患 23人

40-49歳 悪性新生物 143人 自殺 75 人 心疾患 62人

50-59歳 怒性新生物 307人 心疾患 124人 自殺 64 人

60-69歳 悪性新生物 1，252人 心疾患 322人 脳血管疾患 177人

70-79歳 悪性新生物 2，086人 心疾患 655人 脳血管疾患 412人

80歳~ 老衰 1，611 人 感性新生物 ト485人 心疾患 1.466人

出典 :繊須賀di健康音1¥データより作成

※自殺は、 10代から50代までの死因のうち、どの年代でも上位 3位以内に入って

います。

2 これまでの施策

国においては、平成18年 (2006年)に 「自殺対策基本法」が成立 し、横須賀市で

も同年から「自殺対策連絡(協議)会Jを設置し、さまざまな取り組みを行ってき

ました。

また、平成28年 (2016年)には「改正自殺対策基本法」が施行され市町村に自殺

対策計画の策定が義務化され、横須賀市では「自殺対策計画策定委員会j 等を設置

し、自殺対策計画を策定しました。

3 課題

自殺は、 「個人の問題Jとして認識されがちでしたが、広く「社会の問題j とし

ても認識されるようになりました。 自殺の多く が追い込まれた末の死です。横須賀

市においては、さまざまな取り組みを行っていますが、いまだに多くの市民が自殺

によって尊い命を失っています。また、白死遺族に対するケアも重要となっていま

す。
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4 施策の方向性(主な取り組み)

i ~fg も一人にさせない 、 誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現J を目指

すとともに、庁外の関係機関とも連携して自殺対策に取り組みます。

(1 )自殺の実態分析

警察庁自殺統計を詳細に分析し、また横須賀市独自の自殺未遂者統計や、自殺対

策に関する市民意識調査を実施し、横須賀市の自殺の実態を明らかにし、対策に役

立てます。

(2)地域連携

横須賀市自殺対策連絡会等を開催 し、 情報共有や意見交換を行います。また、関

係機関等と形成するネットワークを活用しさまざまな取り組みを実施します。

(3 )相談体制の充実

関係機関と連携 し、面接、電話及び訪問相談を実施するとともに、 「横須賀こころ

の電話Jに委託をして、休日等の閉庁時にも相談を受けられる体制をっくります。

また、さまざまな悩みを抱えた方に対 して、 関係機関と連携した包括相談会の開

催やアウトリーチ(訪問型支援サービス)による包括相談を実施します。

(4)人材育成

ゲートキーノξー養成等の研修会の開催や、ゲートキーパー登録制度等により、自

殺対策に係る人材の養成 ・確保や資質の向上を図ります。

(5 )普及・啓発活動

自殺予防週間 (9月10日..-.__g月16日)及び自殺対策強化月間 (3月)に、街頭キ

ャンベーンなどの啓発活動を実施します。

(6)ハイリスク者・若年者・高齢者・生活圏窮者への対策

ノ¥イリスク者支援連携会議を開催し、情報共有や対策を検討します。

また、性的マイノ リティ分かち合いの会 (CafeSHIPポー トよこすか)の開催に当

たり支援するほか、市内大学生への相談機関紹介冊子の配布等を行います。

また、高齢者 ・生活困窮者についても関係各課と連携 して支援を行います。

(7 )自死遺族支援事業

自死遺族個別相談会や自死遺族分かち合いの会の開催等、遣された方へ寄り添う

支援を実施します。

(8 )周産期のメンタルヘルス支援

関係各課や医師会と連携し、妊娠期から産後 1年までの女性の不安な心に寄り添う

支援を実施します。
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(9 )自殺未遂者対策

市内 2病院との連携による自殺未遂者支援を行い、自殺未遂者が再び自殺を図る

ことを防ぎます。

市内 2病院と情報共有、連携強化のために自殺未遂者対策検討会を行います。

ーー ーーーーー ー ー ーーーーーーーー ー ー ーーーー-- - ーーーー ーーー ー ー ーーーーー ーーー ーーー ー ーーー-- - -ーーーーーーー、

t 

横須賀市自殺対策シンボルマーク ~かたぱみ~

クローパーのような ハート型の 3枚葉で、花

言葉は、 「輝く心」。

繁殖力が強く 、一度根付-くと容易に絶えること

がない。

人も、このたくま しさと、輝く心を持っていた

だきたいとの思いが込められている。
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( 11 ) その他の人権問題

近年、価値観の多様化や情報化の進展、経済的格差の拡大など、社会情勢の変化に

伴って、新たな人権問題が生じています。さらに、人権意識の高まりや当事者の取り組

みなどに伴い、改めて顕在化した人権問題があります。

ホーム レスや生活困窮者、婚外子(非嫡出子)への偏見や差別、犯罪被害者とその家

族への肉体的・精神的 ・経済的侵害、汗IJを終えて出所した人や犯罪者の家族に対する差

別や権利侵害など、多くの問題が存在しています。

さらに、北朝鮮による位致被害者とその家族なども解決すべき問題として認識されて

います。

これらの問題は、人権尊重の意識が日常生活に根付いていないことを示すものであり、

誤った知識や偏見による嫌がらせ ・差別の恨木的解決の難しさを示しています。

これらの人々に対する人権侵害を防ぎ、支援 ・救済を行うためには、法制度の整備や

社会全体の理解を殿成する必要があります。

このため、横須賀市は、これらの問題に対する認識をさらに深め、法改正や社会情勢

の変化などに応じた的確な施策を検討し展開していきます。また、国や県などの関係機

関と連携し、 啓発活動や相談窓口での誠実な対応など、地方自治体としての役割を果た

せるよう努めていきます。

1 犯罪被害者およびその家族の人権

犯罪被害者とその家族は、生命、身休、財産上の直接的な被害を受けるだけでな

く、捜査や裁判過程における精神的、 |時間的負担を負わされた上、事件に遭ったこ

とによる精神的ショックや身体の不調、医療費の負担や失職、転職などによる経済

的困窮など、被害後生じる問題に苦しめられることがあります。また、周囲の人々

の無責任な I~話やメディアによる行き過ぎた取材 ・報道によってプライパシーを侵

害され精神的被害を受けることもあります。

犯罪被害者とその家族に対する支援については、昭和55年 (1980年) r犯罪被害
者等給付金支給法Jが制定され、経済的な支援がなされてきましたが、平成16年

(2004年)に「犯罪被害者等基本法」が制定され、犯罪被害者等の権利利益の保護

が明文化され、犯罪被害者等のための施策が総合的、計画的に進め られることとな

りました。

横須賀市は、同法の理念に基づき、相談窓口の充実など、犯罪被害者とその家族の

支援を進めていきます。

2 ~J を終えて出所 した者等やその家族の人権

犯罪をした者が刑務所の出所後に偏見を持たれたり、その家族も同一視されたり

することがあります。これは、非行少年が少年院を出院した場合にも同様のことが

起こり得ます。犯罪をした者が高齢者や|埼害者だった場合、i'l歳未満で触法少年と

なる場合などは、福祉の問題も関わって、さらに問題が複雑化します。犯した犯罪

は、{賞わなければなりませんが、罪を償った者が社会において孤立することなく、
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地域の理解と協力を得て、再び社会を構成する一員となるための支援をすることが

必要です。

図は、平成28年 (2016年) 12月に「再犯の防止等の推進に関する法律j を施行し、

平成29年 (2017年) 12片には「再犯防止推進計画j を策定しました。

横須賀市は法の趣旨にのっとり、 匡!との適切な役割分担を踏まえて、就労や住居の

確保等の立ち直りに向けた取り組みを推進し、更生保護団体その他の関係者との緊

密な連携 ・協力をすることで、出所した者等やその家族の支援に努めます。

3 路上生活者(ホームレス) ・生活困窮者の人権

横須賀市では、 NPO団体などの協力により 、路上生活者の生活保護への移行も

含めた、自立につながる定住促進を行っており、 一定の成果を挙げています。しか

し、いまだに支援を拒否する人もおり、根気よく説得を続けているところです。今

後は、ホームレスを生まない社会の構築を目指すとともに、偏見や差別をなくし、

支援に対する市民の理解や共生意識を醸成するための啓発を行っていく必要があり

ます。

また、近年、経済状況の変化により生活保誰受給者が増加するなど、我が国の相

対的貧困率は上昇し、高齢者世帯や母子家庭でも相対的貧困率が高い傾向にありま

す。子どもの貧困率も上昇傾向にあり、 7人に 1人が貧困状態にあると言われてい

ます。

これらの 「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」で定義されない生活

困窮者に対しても、各相談機関との連携など、社会的なつながりを構築するための

息の長い支援策を検討していく必要があります。平成27年 (2015年) 4月には「生

活困窮者自立支援法Jが施行され、生活困窮者への包括的支援の提供が求められて

います。

4 就労支援を必要とする人の人権

近年、若年層を中心と した安定的な雇用を求める方が少なからず存在する中で、

経済 ・社会構造の変化等により、雇用全体の約 4害IJが契約社員、派遣社員、パー ト

タイムやアノレバイト等の非正規雇用労働者となっています。

働く意欲のある人が自らの働き方に合った仕事を得て、幸福を追求していくこと

ができる社会の構築が望まれます。

このような中、国や県などを中心として、さまざまな取り組みがなされています。

横須賀市においても、 これらとの連携を図りながら、就労情報の広報、母子家庭な

どに対する自立支援セミナーの開催、ひとり親家庭や障害者への就労支援などの支

援を行っています。

今後も引き続き 、国 ・県 ・企業などとの連携のもと 、それぞれの対象者に応じた

就労支援の充実を図っていく必要があります。

5 職場における人権侵害

企業にとって、従業員は最も重要な財産です。 しかし、近年、賃金未払いや長時

間労働の強制、退職強要など、従業員の人権を侵害する「ブラック企業J※ 1や「ブ
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ラックバイトj の存在が問題となりました。

職場において、従業員の人権が尊重されることにより、働きやすいl職場が築かれ、

組織の活性化や成熟につながっていきます。

職場におけるパワー ・ハラスメント※2、セクシュアノレ ・ハラスメント※ 3、マタニ

ティ ・ハラスメント※4等のさまざまな嫌がらせやいじめを防止し、働きやすい環境

をつくる ことが、企業には求められています。

そのため、関係機関と連携して、各事業所に対する啓発活動を行う必要がありま

す。

6 婚外子の人権

婚姻外の関係の中で生まれてきた婚外子は、 「嫡出でない子」という 「社会的身

分Jから、それを理由として中傷、侮蔑、差別され、人としての尊厳が侵害されて

いることがあります。子どもは、その社会的身分について何の責任もなく 、自らの

意志や努力によって変えることはできません。

婚外子であることを理由とした差別のない社会が構築される必要があります。

7 災害に伴う人権問題【新】

平成23年 (2011年) 3月11日に発生した東日本大震災による災害及びそれに伴う

原子力発電所の事故により、現在も多くの方々が避難生活を余儀なくされ、避難し

ている方々への風評に基づく心無い嫌がらせも発生しました。そうした中で、さま

ざまな事情を持つ被害者への支援や配慮など、災害に伴う人権に関わる問題が改め

て認識されることになりました。

災害に備えて、地域との連携を図り、災害に対する日頃からの心掛け、避難など

について周知・啓発を行うとともに、同じ環境下でも、人によって自由や安心の度

合い、必要な支援が違うことについての理解促進に努めます。

女性や災害時要援護者、障害者や高齢者等あらゆる人の気持ちに害り添う避難所

運営の啓発などの災害対応に努めます。

また、災害という非常時に際しては、平時よりも人権擁護に関する姿勢や意識が

薄くなりがちなため注意が必要です。

8 控致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題 【新】

北朝鮮当局による位致問題は、 国際社会を挙げて取り組むべき課題とされる中、

この問題についての市民の関心と認識を深めていくことが必要です。国の動向を踏

まえながら、桂致問題への関心と理解を深めるための支援と周知を中心に進めます。

また、同時に、北朝鮮による技致問題が、在日韓国人 ・朝鮮人の方々等への差別

につながる ことがないよう意識啓発等の取り組みが必要です。

9 アイヌ民族の人権 【新】

アイヌ民族は、日本列島北部周辺、とりわけ北海道に先住し、独自の言語、宗教

や文化の独自性を持っていますが、近世以降の同化政策などにより、今日では、そ

の文化の十分な保存 ・伝承が図られているとは言い難く、 また、迫害などにより長
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く差別と困窮を強いられてきました。

平成19年 (2007年)に、 「先住民族の権利に関する国際連合宣言Jが国連総会で

採択されたことを受け、日本では、平成20年 (2008年)に国会において 「アイヌ民

族を先住民族とすることを求める決議Jが採択されました。 しかし、アイヌ民族に

対する理解不足から偏見や差別が依然と存在しています。

現在、日本の法律としてアイヌ民族を初めて先住民族と明記し、生活格差を解消

するための法整備を図るなど、国において政策的な検討が進められています。横須

賀市と しても、適切な相談窓口の周知等、固と協力し支援に努めます。

監2監盤盈軍

※ 1 ブラック企業

労働者に極端な長時間労働やノルマを課し、賃金不払残業やパワー・ ハラスメ

ントが横行するなど、遵法意識が低い企業。

※2 パワー・ハラスメント (J~ ワハラ )

職務上の地位や人間関係を利用したいじめや嫌がらせ。

※3 セクシュアル・ハラスメント (セクハラ)

相手が望まない性的な言動により不利益を受けたり、職場環境や生活環境が不

快なものになったりすること。

※4 マタニティ・ハラスメント (マタハラ)

妊娠 ・出産 ・育児休業等に起因した職場でのいじめや嫌がらせ。
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|昨今後山施策推進!二向けて l 
【新】…今回の改定で新しく位置づけられたもの

この指針は、横須賀市が目指す人権施策の方向性を示し、各分野の施策の企画・ 立

案 ・実施 ・見直しなどに|捺して、人権擁護という欠くことができない視点を与えるため

のものです。また、日常の業務の遂行に当たっての行動のガイ ドラインともなるもので

す。

人権の保障は、常に課題であり 、目標であり続けます。従って、今後進めていく人権

施策は、常に見直しを行い、改善していかなければなりません。

そのため、人権擁護にかかわる取り組みを人権尊重の理念にのっとり 、総合的かっ効

果的に進めていくための仕組みづくりについて、検討を行います。

1 庁内推進体制の整備

複合化する人権問題への対応など、部局間の連携を高め、人権施策を総合的に推進す

るための庁内体制を整備します。

2 第三者評価機関の設置

横須賀市の施策 ・事業について、人権擁護の観点から評価 し、必要な提言などを行う

第三者評価機関を設置します。

3 市民意識調査の実施 【新】

市民意識調査を定期的に行い、市民の方がどのようなことを問題と認識しているのか

を把握し、事業の推進や指針の改定の|探の参考とします。

4 人権施策推進指針の見直し

指針の内容は、社会情勢の変化に伴う新たな人権問題の発生など、人権を取り巻く 状

況を見据えながら、必要に応じて見直します。

4.5 



-・資 料 編・4砂

人権関係法律および条約等一覧表

-法律

名 称 制定年

日本国憲法 昭和21年 (1946年)

地方自治法 昭和22年 (1947年)

地方公務員法 昭和25年 (1950年)

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 平成12年 (2000年)

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律※1 平成25年 (2013年)

部落差別の解消の推進に関する法律※2 平成28年 (2016年)

本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向け
平成28年 (2016年)

た取組の推進に関する法律※3

アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するため
平成31年 (2019年)

の施策の推進に関する法律

※1、※2、※3について、参考に条文を掲載します。

.条約等

名 称 採択年

世界人権宣言 昭和23年 (1948年)

あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約 昭和40年 (1965年)

経済的、社会的及び文化的権利に関する国際的規約 昭和41年 (1966年)

市民的及び政治的権利に関する国際規約 昭和41年 (1966年)

女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約 昭和54年 (1979年)

児童の権利に関する条約 平成元年 (1989年)

障害者の権利に関する条約 平成18年 (2006年)
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※1 ・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律(抜粋)

(目的)

第一条 この法律は、障害者基本法(昭和四十五年法律第八卜四号)の基本的な理念、にの

っとり、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人とし

てその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有すること

を踏まえ、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事項、行政機関等及

び事業者における障害を理由とする差別を解消するための措置等を定めることによ

り、障害を理由とする差別の解消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無によっ

て分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実

現に資することを目的とする。

(国及び地方公共団体の責務)

第三条 国及び地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、障害を理由とする差別の

解消の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。

(国民の責務)

第四条 国民は、第一条に規定する社会を実現する上で障害を理由とする差別の解消が

重要であることに鑑み、障害を理由とする差別の解消の推進に寄与するよう努めなけ

ればならない。

(社会的障壁の除去の実施についての必要かっ合理的な配慮に関する環境の整備)

第五条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施についての必要かっ合理的

な配慮を的確に行うため、自ら設置する施設の梢造の改善及び設備の整備、関係職員

に対する研修その他の必要な環境の整備に努めなければならない。

第六条 政府は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策を総合的かつ一体的

に実施するため、|時害を理由とする差別の解消の推進に関する基本ノゴ針(以下 「基本

方針」という。)を定めなければならない。

2 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 障害を理出とする差別の解消の推進に関する施策に関する基本的な方向

二 行政機関等が前ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基

木的な事項

三 事業者が講ずべき附筈を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的

な事項

四 その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項

3 内閣総理大臣は、基木方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。

4 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、あらかじめ、障害者そ

の他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、障害者政策委

員会の意見を聴かなければならない。

5 内閣総理大臣は、第三項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基木

方針を公表しなければならない。

6 前三項の規定は、基本方針の変更について準用する。

(行政機関等における障害を理由とする差別の然止)

第七条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、附害を理由として障害者で

ない者と不当な差別的取扱いをすることにより、|障害者の権利利誌を侵害してはなら

ない。
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2 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除

去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過

重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性

別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的

な配慮、をしなければならない。

(事業者における障害を理由とする差別の禁止)

第八条 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当

な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。

2 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要とし

ている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないとき

は、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び

障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かっ合理的な配慮をする

ように努めなければならない。

(国等職員対応要領)

第九条 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、基本方針に即して、第七条に規定す

る事項に関し、当該国の行政機関及び独立行政法人等の職員が適切に対応するために

必要な要領(以下この条及び附則第三条において「国等職員対応要領」としづ。)を定

めるものとする。

2 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めようとするとき

は、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じ

なければならない。

3 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めたときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。

4 前二項の規定は、国等職員対応要領の変更について準用する。

(地方公共団体等職員対応要領)

第十条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、基本方針に即して、第七条に規

定する事項に関し、当該地方公共団体の機関及び地方独立行政法人の職員が適切に対

応するために必要な要領(以下この条及び附則第四条において「地方公共団体等職員

対応要領Jという。)を定めるよう努めるものとする。

2 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定め

ょうとするときは、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必

要な措置を講ずるよう努めなければならない。

3 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定め

たときは、遅滞なく、これを公表するよう努めなければならない。

4 国は、地方公共団体の機関及び地方独立行政法人による地方公共団体等職員対応要

領の作成に協力しなければならない。

5 前三項の規定は、地方公共団体等職員対応要領の変更について準用する。

(事業者のための対応指針)

第十一条 主務大臣は、基本方針に即して、第八条に規定する事項に関し、事業者が適

切に対応するために必要な指針(以下「対応指針」という。)を定めるものとする。

2 第九条第二項から第四項までの規定は、対応指針について準用する。

第四章 障害を理由とする差別を解消するための支援措置

(相談及び紛争の防止等のための体制の整備)
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第十四条 国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの障害を理

由とする差別に関する~:目談に的確に応ずるとともに、障害を理由とする差別に関する

紛争の防止又は解決を図ることができるよう必要な体制の整備を図るものとする。

(啓発活動)

第十五条 国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消について国民の関心と

理解を深めるとともに、特に、障害を理由とする差別の解消を妨げている諸要因の解

消を図るため、必要な啓発活動を行うものとする。

(情報の収集、整理及び提供)

第十六条 国は、障害を理由とする差別を解消するための取組に資するよう、国内外に

おける障害を理由とする差別及びその解消のための取組に関する情報の収集、整理及

び提供を行うものとする。

※2 ・部落差別の解消の推進に関する法律

(目的)

第一条 この法律は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って

音1)落差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の

享有を保障する日本国憲法の理念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの

認識の下にこれを解消することが重要な課題であることに鑑み、部落差別の解消に関

し、 基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、相

談体制の充実等について定めることにより、部落差別の解消を推進し、もって部落差

別のない社会を実現することを目的とする。

(基本理念)

第二条 部落差別の解消に関する施策は、全ての国民が等しく基本的人権を享有するか

けがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消

する必要性に対する国民一人一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別の

ない社会を実現することを旨として、行われなければならない。

(国及び地方公共団体の責務)

第三条 国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関する施策を講ずるとと

もに、 地方公共団体が講ずる部落差別の解消に関する施策を推進するために必要な情

報の提供、指導及び助言を行う実務を有する。

2 地方公共団体は、前条の基本理念、にのっとり、部落差別の解消に関し、固との適切

な役割分担を踏まえて、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その地域の実

情に応じた施策を講ずるよう努めるものとする。

(相談体制の充実)

第四条 国は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るものとす

る。

2 地方公共団体は、 国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落

差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るよう努めるものとする。

(教育及び啓発)

第五条 国は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うものとする。

2 地方公共団体は、固との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落
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差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うよ う努めるものとする。

(部落差別の実態に係る調査)

第六条 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、 地方公共団体の協力

を得て、部落差別の実態に係る調査を行うものとする。

※3 ・本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に
関する法樟

附則

我が国においては、近年、本邦の域外にある国又は地域の出身であることを理由とし

て、適法に居住するその出身者又はその子孫を、我が国の地域社会から排除することを

蟻動する不当な差別的言動が行われ、その出身者又はその子孫が多大な苦痛を強いられ

るとともに、当該地域社会に深刻な亀裂を生じさせている。

もとより、このような不当な差別的言動はあってはならず、こうした事態をこのまま

看過することは、国際社会において我が国の占める地位に照らしても、ふさわしいもの

ではない。

ここに、このような不当な差別的言動は許されないことを宣言するとともに、更なる

人権教育と人権啓発などを通じて、国民に周知を図り 、その理解と協力を得つつ、不当

な差別的言動の解消に向けた取組を推進すべく 、この法律を制定する。

第一章総則

(目的)

第一条 この法律は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消が喫緊の課題であ

ることに鑑み、その解消に向けた取組について、基本理念を定め、及び国等の責務を

明らかにするとともに、基本的施策を定め、これを推進することを目的とする。

(定義)

第二条 この法律において「本邦外出身者に対する不当な差別的言動j とは、専ら本邦

の域外にある国若しくは地域の出身である者又はその子孫であって適法に居住する

もの(以下この条において「本邦外出身者Jという。)に対する差別的意識を助長し又

は誘発する目的で公然とその生命、身体、自由、名誉若しくは財産に危害を加える旨

を告知し文は本邦外出身者を著しく侮蔑するなど、本邦の域外にある国又は地域の出

身であることを理由として、本邦外出身者を地域社会から排除することを煽動する不

当な差別的言動をいう。

(基本理念)

第三条 国民は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性に対する理解

を深めるとともに、本邦外出身者に対する不当な差別的言動のない社会の実現に寄与

するよう努めなければならない。

(国及び地方公共団体の責務)

第四条 国は、木邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関する施

策を実施するとともに、 地方公共団体が実施する本邦外出身者に対する不当な差別的

言動の解消に向けた取組に関する施策を推進するために必要な助言その他の措置を

講ずる責務を有する。

2 地方公共団体は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関

し、 固との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じた施策を講ずるよう努
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めるものとする。

第二章基本的施策

(相談体制の整備)

第五条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずると

ともに、これに関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を整

備するものとする。

2 地方公共団体は、固との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦

外出身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずるとともに、これに関

する紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を整備するよう努める

ものとする。

(教育の充実等)

第六条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動を解消するための教育活動を実

施するとともに、そのために必要な取組を行うものとする。

2 地方公共団体は、固との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦

外出身者に対する不当な差別的言動を解消するための教育活動を実施するとともに、

そのために必要な取組を行うよう努めるものとする。

(啓発活動等)

第七条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性について、国民

に周知し、その理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動を実施するとと

もに、そのために必要な取組を行うものとする。

2 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦

外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性について、住民に周知し、その理

解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動を実施するとともに、そのために

必要な取組を行うよう努めるものとする。
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-人権施策推進会議条例

人権施策推進会議条例をここに公布する。

人権施策推進会議条例

(設置)

第 1条 木市の人権擁護に係る事項に関し、市長の諮問に応ずるため、本市に

地方自治法(昭和22年法律第67号)第138条の4第3項の規定による附属機関と

して、横須賀市人権施策推進会議(以下「推進会議」としづ。)を設置する。

(組織)

第2条 推進会議は、委員10人以内をもって組織する。

2 委員は、市民、学識経験者、関係団体の代表者及び人権擁護委員のうちか

ら市長が委嘱する。

3 委員の任期は、 1年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期

間とする。

(委員長)

第3条 推進会議に委員長を置き、委員が互選する。

2 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。

3 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名した委員がその職務

を代理する。

(会議)

第4条 推進会議の会議は、委員長が招集する。

2 推進会議は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができな

し1。

(委員以外の者の出席)

第5条 推進会議において必要があるときは、関係者の出席を求め、その意見

又は説明を聴くことができる。

(その他の事項)

第6条 この条例に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、

推進会議の同意を得て委員長が定める。

附則

この条例は、平成24年4月 1日から施行する。
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人権施策推進会議委員 (50音順敬称略)

※任期 .平成30年6月1日~令和元年5月31日

氏名 所属 ・推薦団体

飯 田亮瑠 ダイピーノン代表

石 節 子 公募市民

植 田 威
特定非営利活動法人NPO法人情報セキュ リティ
フォーラム理事 ・事務局長

大友朋子 弁護士

小林優人 公募市民

杉本惰子
NPO法人グリ ーフサポー トリ ンク代表
(全国自死遺族総合支援センター)

0多 田 幸子 横須賀市人権擁護委員会常務委員

。西 キナ ï~手 神奈川県立保健福祉大学教授

早坂公幸 一般社団法人神奈川人権センタ一事務局長

堀越 君枝 北下浦地区民生委員児童委員協議会会長

。は委員長 Oは委員長職務代理者
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